

























Capital Adequacy Beyond Basel（Oxford University Press,2005）を、ケンブリ
ッジ大学のK. Alexander研究員（国際法がご専門）らが Global Governance of
 









































































































































































FSAP（Financial Sector Assessment Program：IMFらが途上国など各国におけるグ
ローバル･スタンダードの規制遵守状況を査定する仕組み）を導入する際、バーゼル
銀行監督委員会に対して当初はバーゼル合意を遵守対象にしたい旨打診したとこ
ろ、同委員会はこれを嫌がり、結局は途上国向けに策定した別のガイダンスであ
るコアプリンシプルが遵守対象になったという経緯があるそうです。すると、現
在のところ、バーゼル銀行監督委員会側に覇権的な意図はないように伺えます。
なお、通俗的には「バーゼル銀行監督委員会はアメリカの傀儡であり、米国規
制と同等の規制を世界に及ぼすことで自国の銀行に競争上の不利がないように図
っている」という議論がありますが、青木教授も指摘されるように、バーゼル合
意は米国規制の動向を強く投影してはいるものの、EU諸国や日本の意見も盛り
込まれており、私の経験から言っても立場は弱いが蚊帳の外というほどではあり
ません。また、米国内にも様々な規制機関や進んだ銀行、遅れた銀行があるの
で、米国が常に一枚岩だということもないと思います。
早法81巻１号（2005)218
(５) IMFの法的課題については、谷岡慎一『IMFと法』信山社（2000年）参照。
(５）まとめ
これまで見てきましたように、国際金融分野における rule makingは賛否両
論を孕みながらも、国家主権に基づく法的拘束力が主体的に機能する枠組みか
ら、市場圧力に基づく事実上の拘束力が主体的に機能する枠組み、言い換えれば
国家主権に基づく法的拘束力が受動的にしか機能しないメカニズムを作り上げて
います。しかし、これはバーゼル銀行監督委員会が国際金融システムを支配して
いるということではありません。委員会が現実の市場原理に適う適切な基準を策
定し得なかった時には、バーゼル合意であっても途上国のみならず先進国の市場
参加者から撤退に向けた「市場圧力」を受ける可能性があります。
従って、より効率的な規制内容を追求する一方で、G10以外の国々に対する政
治的正当性を高める仕組み改善に向けて、国際金融分野における rule making
は発展途上段階にあると思います。
また、国際金融におけるこうした経験は、内外市場の一体化が急速に進みつつ
ある環境法、競争法、知的財産法などの分野にも何らかの参考になるのではない
かと思います。
以上でご報告を終わります。
以 上
注記：各国の金融監督当局は現在、2006年末からのバーゼル IIの実施に向け
て国内規制の見直し作業を進めている。こうした中、日米独は、新規制の銀行へ
の影響度を調査している最中であるが、例えば米国ではこの影響度調査の方法に
ついて銀行間の意見統一が図られない結果、バーゼルⅡの国内法化がやや遅れて
いる。また、米国では最近、連邦議会がバーゼルⅡの国内法化に伴う自国競争力
への影響を懸念して、バーゼルⅡの規制内容の簡略化を求めたり、バーゼルⅡ担
当の単一の政策決定機関を創設して現在の体制（FRB.OCC.OTC.FDICの４官庁
の共同所管）を改める法案を提出するなど、この問題が国内政治問題化するきざ
しも見られる。
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